
事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
基 準 日

単 元 株 式 数

公 告 方 法

株主名簿管理人および
特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人事務取扱場所

（郵便物送付先）

（電話照会先）
（URL）

〒６０１-８２０５ 京都市南区久世殿城町３３８
TEL. ０７５-９２２-１１１１（代） FAX. ０７５-９３５-６１０１
URL. http://www.nidec.com/ja-JP/

このパンフレットの印刷には、環境に配慮した
植物油を使用した印刷インキを使用しています。

毎年４月１日から翌年３月３１日まで
毎年６月開催
定時株主総会　毎年３月３１日
期末配当金　　毎年３月３１日
中間配当金　　毎年９月３０日

１００株

当社のホームページに掲載します。
http://www.nidec.com/ja-JP/

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

大阪市中央区北浜四丁目５番３３号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
〒１68-0063
東京都杉並区和泉二丁目８番４号
三井住友信託銀行株式会社 証券代行部
　　０１２０-782-031
http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

（その他必要がある場合は、あらかじめ公告します）

ただし、やむを得ない事由が生じた場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主メモ

本株主通信には、将来に関する見通し、期待、判断、計画あるいは戦略が含まれています。
この将来予測に基づく記載は、為替変動、製品に対する需要変動、各種モータの開発・生
産能力、関係会社の業績およびその他のリスクや不確定要素を含みます。本株主通信に含
まれる全ての将来的予測に基づく記載は、株主通信作成時点で入手可能な情報に基づい
ており、私達は、このような将来予測に基づく記載を更新する義務を負いません。また、こ
の記載は、将来の実績を保証するものではなく、実際の結果が、私達の現在の期待とは、
実体的に異なる場合があります。このような違いには、多数の要素が原因となり得ます。

　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用
されていなかった株主様には、株主名簿管理人である左記の三
井住友信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設
しております。特別口座についてのご照会および住所変更等の
お届出は、左記の電話照会先にお願いいたします。

　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更、単元
未満株式の買取等のお届出およびご照会は、口座のある証券会
社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていない
株主様は、左記の電話照会先にご連絡ください。

株式に関する住所変更、単元未満株式の買取等の
お届出およびご照会について

特別口座について

注意事項

Nidecロゴは、日本電産㈱の日本国、米国およびその他の国
における登録商標または商標です。
All for dreamsロゴは、日本電産㈱の日本国、米国およびそ
の他の国における登録商標または商標です。

表紙は私たちの暮らしの中で当社製品が
使われていることを表現しています。掲載
している製品は、電動パワステ用モータ、
トラクションモータシステム、ADASセンサ、
デジタルカメラ用シャッターです。

株主通信アンケートへのご協力のお願い

ＱＲコード®読み取り機能のついた携帯電話をお使いの方は、　　　
右のＱＲコード®からもアクセスできます。

インターネット
からの回答

携帯電話
からの回答

ハガキによる回答に加えてインターネットからもご回答いただけます。
下記ＵＲＬにアクセスいただき、ご回答ください。

本アンケートは、今後のIR活動および株主通信の誌面づくりの参考にさせていただくものですので、
是非、ご協力いただきますようお願い申しあげます。お手数ではございますが、同封のアンケートにお答え
いただき、2018年9月30日（消印有効）までにご投函いただきますよう、よろしくお願い申しあげます。
※ご提供いただきました情報は、本アンケートの集計の目的以外に使用することはございません。

（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です。）

https://goo.gl/forms/KeNX89XQ5TWrTj963
（注）1.半角英数字でご入力ください。 
　　2.ご入力の際は大文字、小文字にご留意ください。
　　3.「l」は小文字のアルファベット「エル」です。
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４つの大波到来で、成長は更に拡大！
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トップ メッセ ー ジ

ロボット活用の
拡がり

家電製品の
ブラシレスDC化

クルマの
電動化

農業・物流の
省人化

４つの大波が到来

脱炭素化の波 ロボット化の波 省電力化の波 物流革命の波

３つ目は家電製品のブラシレスＤＣ化です。家電製品の

コードレス化や高機能化に伴って、従来のＡＣモータ

から高効率なブラシレスＤＣモータへの置き換えが進んで

います。当社は世界最大規模のブラシレスＤＣモータ

メーカーであり、世界の主要顧客から注文を頂いてい

ます。４つ目は農業･物流の省人化です。例えば昨今、

水田や畑での農薬散布をドローンが行っていますが、

重くて電気効率の悪いモータだと長時間飛び続けること

ができません。そこで軽量かつ高効率な当社モータが

活躍します。また配達や引越し作業での人手不足の

解消に、今後はドローンが活用されると言われています。

　これらの非常に有望な成長分野に経営資源を集中投

下し、４つの大波にきちんと乗っていけるよう引き続き

しっかりと舵取りを行います。

　2017年度の業績は、売上高・営業利益・税引前利益・

当期利益の全項目において過去最高を更新しました。

　中期戦略目標「Vision 2020」は2020年度に売上

高２兆円、営業利益率15％以上、株主資本利益率（ＲＯ

Ｅ）18％以上を目指すものです。重点２事業の車載事業

並びに家電･商業･産業用事業では、それぞれ売上高６千

億円の達成が視野に入り、今後は本格的な利益貢献の

段階を迎えます。

　過去、世界的なパソコン普及による精密小型モータの

需要拡大によって、当社の業績は飛躍的拡大を遂げま

した。これが過去最大の大波だったとすれば、現在は

それを上回る大きな波が４つも来ています。

　１つ目はクルマの電動化です。従来の油圧機構を電

動に置き換える部分の普及に加えて、内燃機関そのも

のがモータに置き変わる動きがここに来て一気に加速

しています。まさに当社モータの出番です。２つ目は

ロボット活用の拡がりです。世界各国の人件費上昇に

伴って、工場の自動化が急激に進んでいます。そこで

使用される６軸ロボットの重要部品である減速機の

引き合いが殺到しており、生産能力を増強しています。

代表取締役会長（最高経営責任者）
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彼の経営に対する考え方が私自身の３大経営姿勢である

「マイクロマネジメント・ハンズオン・任せて任せず」と

極めて似ていたことです。彼には、業績結果が悪く低迷した

組織を現場レベルから｢細かく・しつこく・徹底して｣改善

しきる力があります。そして少しでも結果が出てくると、

社員の士気を更に鼓舞する人間力も備えています。また

彼は、私が現在の彼と同じ５０歳の時よりも大規模な組織

でオペレーションを経験し、実際に成果を収めています。

　当面は二人三脚で経営を行い、時間をかけて集団指導

体制へと移行させていきます。私は日本電産グループの

経営、特に中長期成長戦略や企業買収などの大きな経営

判断を引き続き行います。そして私がこれまで行ってきた

国内外グループ会社の経営や海外企業買収後の再建を

吉本新社長に主導してもらいます。

　今回の社長交代は２０３０年度に売上高１０兆円を達成す

るための言わば序章です。この大きな目標を達成するまで

は引き続き私が会長兼ＣＥＯとしてきちんと経営の舵取りを

行いながら、創業経営者として彼を育て上げます。将来的

には吉本新社長へのＣＥＯの引き継ぎを見据え、彼を真の

経営者に育てることが最大の責務であると考えています。

　2018年6月20日、株主総会及びその後の取締役会の

決議を経て代表取締役社長執行役員（最高執行責任者）に

吉本浩之が就任しました。創業以来初の社長交代に至った

今回の経緯と今後の方針についてお伝えします。

　約3年前から候補者の選定を開始し、結果的に最終候補者

５名の中から選出しました。吉本新社長に交代を打診した

のは昨年１２月です。選定基準は、「業績を上げられる人」、

「会社に良い変化をもたらす人」の２点でした。これを見極

める最良の方法は、収益性の低い事業の再建を実際に

任せてみることです。彼は入社してすぐに任された当社

グループ会社である日本電産トーソクの業績をわずか１年

で回復させました。この再建を通じて分かったことは、で回復させました。この再建を通じて分かったことは、

２０３０年度売上高１０兆円体制への序章

代表取締役社長執行役員（最高執行責任者）に
吉本浩之が就任

トップ メッセ ー ジ
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平沢 ： ロボット事業をはじめとする既存分野の健闘と
「省エネ・センシング・自動化」といった
キーワードに関連する新たな製品群
が成長を牽引しています。例えば、
センシング用途ではクルマの安全運転
をサポートする車載カメラ用レンズ
ユニットの需要拡大が期待できます。

平沢 ： はい。中国や韓国をはじめとした新市場を更に深耕
することがポイントになります。また「ワン・ニデック」の
もと、日本電産グループ一体となって高付加価値製品を
生み出しており、新しいビジネスが拡がっています。例えば、
当社の製氷機ユニットと日本電産のファンを組み合わせて、
より高付加価値なモジュール製品を提供するなどグループ
一体型の取り組みを進めています。

秋葉 ： 売上の増加に伴う収益性の改善はもちろんのこと、
共同購買による材料費の低減や海外生産拠点の合理化と
いった収益構造の抜本的見直しを推進しています。また、将来
にわたる持続的成長の布石となるのが「働き方改革」です。
生産ラインの自動化や新しい設備の導入にも注力し、生産性
向上の取り組みを加速させています。また社員能力の向上に
繋がる研修の強化も長期的な成長基盤の構築には不可欠です。

平沢 ： 私は入社後、カードリーダー
の設計開発に従事しました。若い頃
は、複雑な機械の機構をいかに少な
い部品点数で設計するか、といった
課題に取り組みましたが、この時に蓄
積された色々なアイデアがその後の
開発に随分生かされたと思います。

秋葉 ： 私は管理畑の出身ですが、製造現場での経験が長い
ですね。直近では、中国の工場で責任者を務めていました。

平沢 ： 日本の女子選手が１大会で２個の金メダルを獲得す
るのは夏・冬の大会を通じて史上初ということで地元は沸
いています。先日の凱旋パレードでは下諏訪町の目ぬき通
り約１キロを１時間かけて進む間、沿道を埋め尽くす多くの
方々から「菜那ちゃん、おめでとう ！ 」と、ひっきりなしに盛大
な声援を頂きました。
秋葉 ： ５０年以上にわたるスケート部
の歴史的快挙であり、髙木菜那選手
の健闘には非常に感慨深いものがあ
ります。「スケート部への支援は理屈
ではない。何ものにも代えられない
価値がある」と、一貫した姿勢で支援
し続けてくださった永守会長に報いる
ことができました。

平沢 ： 強い気概と執念をもって目標に向かって邁進し、
未来の日本電産サンキョーの礎を作るべく力強く経営の
舵取りを行います。
秋葉 ： それには社員一人一人の底力を引き上げることが鍵
になると考えています。生産性２倍を目標に、働き方改革を
加速させます。

フォーカス

売上高は年間1,000億円前後の水準で
過去推移してきましたが、
ここ数年は増収トレンドが続いています。

２０２０年度、売上高2,000億円の達成を
中期戦略目標として定めていますね。

平沢社長・秋葉専務は共に新卒で
日本電産サンキョー（旧・三協精機製作所）に
入社されたということですが。

収益の面では、いかがでしょうか。

最後に今後の抱負を

お二方とも現場経験が豊富ということですね。
ところで話は変わりますが、今年２月、平昌五輪で
日本電産サンキョースケート部の髙木菜那選手が
金メダルを獲得しました ！

日本電産サンキョー ２０２０ 年度、売上高2,000億円企業を目指して

長野の下諏訪に位置する日本電産のグ
ループ会社。超小型ステッピングモータ
や冷蔵庫・洗濯機などに使用されるモータ
駆動ユニットから、大型産業用ロボット
まで豊富なラインナップを揃えています。
また同社のスケート部は歴史ある企業ス
ポーツチームで、創部以来数々のトップ
選手を輩出してきました。

日本電産サンキョー
（旧・三協精機製作所）

車載カメラ用レンズユニット

秋葉和武

日本電産サンキョー
取締役専務執行役員

平沢賢司

日本電産サンキョー
代表取締役社長
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2017年12月、当社はグループＰＳＡ（以下ＰＳＡ）と
電気自動車向け駆動用モータを生産する合弁会社
の設立について発表しました。駆動用モータは自動車
の基本動作である「走る・曲がる・止まる」のうち
「走る」動作を担う基幹部品の一つです。自動車メー
カーとの協業で電気自動車の開発に関する知見を
広め、今後急激に立ち上がることが予想される駆動用
モータ市場において、ＰＳＡの販売台数分を確実に
取り込むことができます。また、ＰＳＡ以外の自動車
メーカーにもモータの販売を進めていく予定です。

2018年2月、けいはんな学研都市に生産技術研究所の第一期棟が竣工
しました。2015年の研究所発足以来、ものづくりの基盤強化や大学並
びに研究機関、他企業との共同研究を通じて世界に貢献する技術の創造
に従事してきました。具体的にはロボットやその要素技術（制御やセン
サー等）、新材料・新工法・新プロセス、ＩｏＴ※１やＡＩ※２といった分野の研究
に力を入れています。また、世界に通用する高いレベルの技術者の養成
にも尽力しています。350人の体制でスタートしていますが、二期棟の
竣工を視野に最終的には1,000人規模まで拡充する計画です。

2018年2月、けいはんな学研都市に生産技術研究所の第一期棟が竣工
しました。2015年の研究所発足以来、ものづくりの基盤強化や大学並
びに研究機関、他企業との共同研究を通じて世界に貢献する技術の創造
に従事してきました。具体的にはロボットやその要素技術（制御やセン
サー等）、新材料・新工法・新プロセス、ＩｏＴ
に力を入れています。また、世界に通用する高いレベルの技術者の養成
にも尽力しています。350人の体制でスタートしていますが、二期棟の
竣工を視野に最終的には1,000人規模まで拡充する計画です。生産技術研究所の第一期棟

※１ IoT ····· Internet of Things、ありとあらゆるモノがインターネットを通じて繋がること　※２ AI ······· Artificial Intelligence、人工知能

フランスの大手自動車メーカー、グループＰＳＡ（旧ＰＳＡプジョーシトロエン）
と合弁会社を設立。電気自動車向け駆動用モータを生産

祝、金メダル ！
髙木菜那選手、おめでとう ！！

「生産技術研究所」が新規竣工

会見で質問に答える永守会長（左）とＰＳＡのジル・ル・ボルニュ副社長（右）

日本電産サンキョースケート部所属の髙木菜那選手
が、日本電産本社にて今シーズンの報告と平昌冬季
五輪での金メダルを獲得した報告会を行いました。 
髙木選手は「応援してくださった多くのグループ社員
に感謝の気持ちを伝えたいです。『一番以外はビリ』
という永守会長の言葉がありますが、一番になり
たい！！という強い気持ちをもっていたからこその
金メダルだったと思います」と喜びを語りました。

「日本電産サンキョースケート部」は１９５７年に創部された歴史あるチー
ムで、過去５０余名の五輪選手を輩出してきました。スピードスケートは
競技人口が少なく学校卒業後も選手生活を続けていく受け皿が少ないス
ポーツなので、日本電産グループでは選手が安心してスケートに打ち込
める環境を整えています。またスケート部の発展と地域社会への貢献の
一環として、地元の小中高生を対象としたスピードスケートクラブも運営
しています。ものづくりの企業ならではの技術支援もチームの発展には
欠かせません。選手が
使用するスケート靴の
ブレード調整は自社製の
治具で行っています。この
治具の開発には日本電産
サンキョーが長年培って
きた超精密加工技術が
生かされています。

 日本電産サンキョースケート部

髙木選手の健闘を称える永守会長
スケートへの支援は「夢とロマン」と語る

グループ社員一同から送られた寄せ書きや、
現地での競技写真を見ながら談笑する永守会長と髙木選手 スケート部のメンバー



売上高 営業利益 当期利益

2017年度の売上高は前年度比24％増収の1兆4,881億円とな
り、過去最高を更新しました。前年度比42％増収となった「車載
及び家電・商業・産業用」製品グループをはじめ全製品グループ
で増収となりました。

2017年度の営業利益は前年度比20％増益の1,676億円、当期利益
は同18％増益の1,314億円となり、共に過去最高を更新しました。事
業ポートフォリオ転換の推進役である「車載及び家電・商業・産業用」製
品グループが前年度比39％増益となったことが主な増益の要因です。

2017年度第4四半期の売上高は直前四半期比2％減収の3,822億円、
営業利益は同9％減益の408億円となりました。事業ポートフォリオ転換
に伴う海外部品工場の閉鎖や集約、また国内生産拠点の統廃合のための
構造改革費用などの一時費用等を計上したことが主な減益の要因です。

2017年度のEPSは前年度比19％増の444円となりました。
年間配当金は同10円増配の95円としました。2018年度の年間
配当金は5円増配の100円を予定しています。

（億円）
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売上高の推移 営業利益と当期利益の推移

営業利益（右軸）売上高（左軸） 連結ＥＰＳ（通期、右軸）第2四半期末配当金（左軸） 期末配当金（左軸）

四半期業績の推移 1株当たり当期利益（EPS）と1株当たり配当金の推移

10円増配
年間配当金

前年度比

19 %増
連結EPS

前年度比

24 %増
売上高

前年度比

11,99311,783

14,881
15,750
（予想）

10,284 

2016年度2015年度 2017年度 2018年度2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度2014年度

1,676

1,900
（予想）

1,314
1,450
（予想）

1,177
1,394

1,109
899

1,110

760

2016年度 2017年度 2018年度2014年度 2015年度

40.0 40.0

40.0 45.0

30.0

40.0

45.0

50.0
50.0
（予想）

50.0
（予想）

272
303

374

444
490
（予想）

375 372
315 332

434 446
389 408

2016年度 2017年度
1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

3,822

9 %減
営業利益

直前四半期比

2 %減
売上高

直前四半期比2,762 2,878
3,042

3,311 3,431
3,728 3,900

18 %増
当期利益

前年度比

20 %増
営業利益

前年度比
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省スペース化と軽量化を実現

益々拡大する当社電動パワステ用モータの
世界市場シェア

電動パワステ用モータ
（電子制御ユニット統合型）
日本電産のモータ技術と日本電産エレシスの
電子制御技術の相乗効果によって生まれた新
製品についてご紹介します。

製 品 ・ 技 術 紹 介

電動パワステ用モータと
電子制御ユニットを一体化、
日本電産グループの総合力を発揮！

〈 別体タイプ 〉

モータ モータ

電子制御
ユニット 電子制御ユニット

〈 一体タイプ 〉動パワステテ用モータと

ＳＵＢＡＲＵのレヴォーグ
にも当社電動パワステ
用モータ（電子制御ユ
ニット統合型）搭載

電動パワーステアリングとは、電気モータでハンドルを回す
力を補助する仕組みです。この仕組みに使用される電子制御
ユニットとは、電子回路によって自動車の基本動作である
「走る・曲がる・止まる」を制御する重要な部品です。
省スペース化への強いニーズに応え、モータと別体であっ
た電子制御ユニットを一体にすることで、大幅な小型化に成
功しました。また小型化したことによってモータの軽量化に
も成功し、市場のニーズに応えました。

近年、自動車の電動化や自動運転技術が進んでおり、電動
パワステ用モータへの需要が益々高まっています。当社
の電動パワステ用モータは世界市場シェア30%とNo.1を
誇り、現在の受注残などから恐らく2020年度には50%
程度まで高まると予想しています。

2017年度 連結決算ハイライト

当社は、2016年度から国際会計基準（IFRS）を適用しており、本冊子では2015年度以降は国際会計基準（IFRS）、2014年度以前は米国会計基準に基づいて作成しております。



その他

精密小型モータ電子・光学部品

車載及び家電・商業・産業用

機器装置

ＨＤＤ用モータ

家電・商業・
産業用

駆動用
モータ

触覚デバイス

デジタル
カメラ用
シャッター

産業用ロボット

ブレードピッチ
制御用モータ

エアコン用
モータ

トラクションモータ

その他
小型モータ

車載

1兆4,881億円

〈 製品グループ別業績 〉〈 製品別売上高構成_2017年度 〉

●パソコンやデータセンターで
使われるHDD用モータは世界
トップシェアを誇ります。
●その他小型モータにはスマホ・
携帯電話に使われる触覚デバイス
に加え、ファンモータやOA機器用
モータ、CD・DVD用モータなどが
あります。

●車載では、世界トップシェアである
電動パワステ用モータに加え、
ポンプや先進運転支援システム
（ADAS）向けセンサーなどがあり
ます。
●家電・商業・産業用ではエアコン
をはじめ様々な製品に使用される
中・大型モータがあります。

その他小型モータの売上増
円安による為替の影響
ＨＤＤ用モータの販売数量の
減少

増収効果

●液晶ガラス基板搬送用ロボッ
ト、現金自動預け払い機（ATM）な
どに使用されるカードリーダ、半導体
パッケージやタッチパネル用の
検査装置、各種プレス機器など
各用途で高いシェアを誇っています。

●産業用電子機器に搭載される
スイッチ、トリマ、センサーなどの
電子部品と、デジタルカメラ及びスマ
ホ・携帯電話に搭載されるカメラ
用シャッター、手振れ補正装置な
どの光学部品が主力製品です。

精
密
小
型
モ
ー
タ

車
載
及
び
家
電
・
商
業
・
産
業
用

機
器
装
置

電
子
・
光
学
部
品

+

+
+

4 % 増収売上高

7% 増益営業利益

+
+

+
+

42 % 増収売上高

39 % 増益営業利益

+

+

+

20% 増収売上高

26 % 増益営業利益

+
11 % 増収売上高

1 % 減益営業利益

車載用モータの売上増
新規連結会社（エマソン社欧州
事業、セコップグループ）の売上
寄与

増収効果
円安による為替の影響

プレス機器、減速機、液晶ガラ
ス基板搬送用ロボットの売上増
新規連結会社（ヴァムコ社及
びＳＶプローブ社）の売上寄与

増収効果

スイッチやトリマ、センサーなど
の売上増

30 %
売上高構成比

55 %
売上高構成比

10 %
売上高構成比

5 %
売上高構成比

（億円）
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2016年度 2017年度

274

1,466
1,223

218

97

710
（億円）
800
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0

（億円）
200
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50

0

2016年度 2017年度

641

99

売上高（左軸） 営業利益（右軸）

売上高（左軸） 営業利益（右軸）

車載売上高（左軸） 家電・商業・産業用売上高（左軸） 営業利益（右軸）

ＨＤＤ用モータ売上高（左軸） その他小型モータ売上高（左軸） 営業利益（右軸）

-

事業概要

電動パワステ用
モータ

トラクション
モータ
システム

ADASカメラ
ユニット
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日本電産の月足出来高（右軸）
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株価（円）

2,000
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TOPIX
（ポイント）日本電産の月足株価（左軸）

 TOPIX（右軸）

株式の状況
298,142,234 株 62,947 名発行済株式総数

日本電産株式会社
京都市南区久世殿城町338
1973年7月23日
東京
6594
877億84百万円
連結 107,554名
http://www.nidec.com/ja-JP/

商 号
本 社
設 立
上場証券取引所
証 券 コ ー ド
資 本 金
従 業 員 数
U R L

役 員

株式保有者別分布状況 株価・出来高の推移

社債の状況

（注） 株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

第2回無担保社債 
第3回無担保社債 
第5回無担保社債
第6回無担保社債
第7回無担保社債

2012年 11月13日

2012年 11月13日

2016年 11月25日

2017年　5月26日

2017年　8月30日

銘　　柄 利率 未償還残高
（億円） 償還期限発行日 額面総額

（億円）

2019年　9月20日

2022年　9月20日

2019年 11月25日

2020年　5月26日

2022年　8月30日

150

200

500

500

650

150

200

500

500

650

年0.595％

年0.956％

年0.001％

年0.001％

年0.114％

期末株主数

信託銀行
20.89%
（62,282千株）

その他の金融機関
17.14%
（51,105千株）

外国人
35.37%
（105,468千株）

個人・その他
17.99%
（53,661千株）

自己名義株式
0.73%
（2,182千株）

その他国内法人・証券会社
7.86%
（23,443千株）

保有株式数
ベース

大株主の状況
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

（注）

24,736

17,598

14,658

12,399

11,122

7,965

7,425

6,579

6,402

5,289

永守　重信

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社京都銀行（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社）

株式会社エスエヌ興産

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY
（常任代理人 香港上海銀行 東京支店）

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行

日本生命保険相互会社（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社）

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行株式会社）

ＪＰＭＣ ＯＰＰＥＮＨＥＩＭＥＲ ＪＡＳＤＥＣ ＬＥＮＤＩＮＧ ＡＣＣＯＵＮＴ
（常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）

8.29%

5.90%

4.91%

4.15%

3.73%

2.67%

2.49%

2.20%

2.14%

1.77%

持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

売上高と売上高総利益率 営業利益と営業利益率

総資産と株主資本比率 ネット有利子負債とネットDEレシオ フリー・キャッシュ・フロー

研究開発費設備投資額 減価償却費

株主資本と株主資本利益率（ROE）
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12%

16年度 17年度17年度

8,466
9.331

14% 15%

16年度 17年度

11,669
13,573

44%

13,766

55%55%

1,035

0.20

0.02
126 -0.01

-53

16,790
17,687

50% 53% 0.11 0.09

909
799

1,477

-954 
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240
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-812 
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400
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5% 6%
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7%

16年度 17年度
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6% 6%
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4% 4%

520

4%

16年度 17年度

528
554

4% 4%

16年度 17年度
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684

5% 5%

650

6%

444
514

5% 5%

2018年6月20日現在

1,676

11%

当社は、2016年度から国際会計基準（IFRS）を適用しており、本冊子では2015年度以降は国際会計基準（IFRS）、2014年度以前は米国会計基準に基づいて作成しております。

1,299

1,756

-2,115

-1,139-816

617

2018年3月31日現在株式・社債情報 2018年3月31日現在会社概要主な連結財務指標

代表取締役会長
代表取締役副会長執行役員
代表取締役副会長執行役員
代表取締役社長執行役員
取締役副社長執行役員
取締役副社長執行役員
取締役副社長執行役員
取締役（社外）
取締役（社外）
常勤監査役（社外）
常勤監査役
常勤監査役
監査役（社外）
監査役（社外）
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
専務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
常務執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員
執行役員

永守　 重信
小部　 博志
　　　 幹雄
吉本　 浩之
佐藤　 明
宮部　 俊彦
大西　 徹夫
佐藤　 禎一
清水　 治
田邊　 　　　
村上　 和也
落合　 裕之
長友　 英資
渡邊　 純子
渡邊　 剛
大谷　 俊明
早舩　 一弥
福永　 泰
丹保　 邦康
菱田　 正博
田村　 誠一
北尾　 宜久
石井　 健明
岡崎　 正明
山口　 哲男
宮地　 康弘
荒木　 隆光
西村　 秀樹
安井　 琢人
甲斐　 照幸
藤田　 啓之
服部　 誠一
松橋　 英寿
大川内 裕仁
藤井　 拓二
安永　 耕一郎
中島　 豊平
毛利　 雅之
川口　 登史
岡島　 万樹
松本　 誓之
伊藤　 健二
片岡　 央
三重野 敏幸
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